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Î 福祉関係者
民生委員・児童委員等の福祉関係者は、医療関係者と同様、相談援助業務や対人援助業
務を行う中で、配偶者からの暴力の被害者を発見しやすい立場にあることから、ÊからÍ

までに準じた対応を行うことが望ましい。

Ì 子どもに関する情報への対応
児童虐待の防止等に関する法律（平成12年法律第82号）第２条第４号において、子ども
が同居する家庭において、配偶者に対する暴力その他の子どもに著しい心理的外傷を与え
る言動を行うことは、児童虐待に当たるとされている。また、子どもが直接、暴力の対象
となっている場合もあり得る。このため、通報の内容から児童虐待に当たると思われる場
合には、同法に基づき、支援センターから、市町村、都道府県の設置する福祉事務所又は
児童相談所に通告を行うことが必要である。また、その後の被害者に対する支援に際して
は、児童相談所等と十分な連携を図ることが望ましい。

Í 高齢者又は障害者に関する情報への対応
被害者が高齢者又は障害者である場合は、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する
支援等に関する法律（平成17年法律第124号）に規定する高齢者虐待又は障害者虐待の防
止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成23年法律第79号）に規定する障害
者虐待にも該当する場合がある。通報の内容から高齢者虐待又は障害者虐待にも当たると

思われる場合には、これらの法律に基づき、支援センターから、市町村に通報を行うこと
が必要である。また、その後の支援センターにおける被害者に対する支援に際しては、市
町村と十分な連携を図ることが望ましい。

イ 警察
法第８条において、警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めると
きは、警察法（昭和29年法律第162号）、警察官職務執行法（昭和23年法律第136号）その他
の法令の定めるところにより、暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力による
被害の発生を防止するために必要な措置を講ずるよう努めなければならないこととされてい
る。
警察において配偶者からの暴力が行われていると認めた場合は、暴力の制止に当たるとと
もに、応急の救護を要すると認められる被害者を保護することが必要である。また、被害者
の意思を踏まえ、加害者を検挙するほか、被害者に被害届の提出の意思がないときであって
も、必要に応じて被害者に被害の届出を働き掛け、あるいは説得を試みる必要があり、また、
説得にかかわらず被害の届出をしない場合であっても、当事者双方の関係を考慮した上で、
必要性が認められ、かつ、客観証拠及び逮捕の理由がある場合には、加害者の逮捕を始めと
した強制捜査を行うことを検討する必要がある。
また、刑事事件としての立件が困難と認められる場合であっても、加害者への指導警告を
行うなど配偶者からの暴力による被害の発生を防止するための措置を講ずることが必要であ
る。特に、被害者に対しては、加害者の検挙の有無にかかわらず、個別の事案に応じ、必要
な自衛措置に関する助言、支援センター等の関係機関の業務内容及び保護命令制度の教示等
被害者の立場に立った措置を講ずることが必要である。

４ 被害者からの相談等
\ 配偶者暴力相談支援センター
法第３条第３項第１号において、支援センターは、被害者に関する各般の問題について、相
談に応ずること又は婦人相談員若しくは相談を行う機関を紹介することとされている。
ア 相談窓口の周知
被害者が、配偶者からの暴力を受けることなく安全に生活していくためには、被害者への
支援等に関する情報を入手し、それを活用することが重要である。しかし、配偶者からの暴
力により、被害者は孤立し、利用できる支援等に関する情報を入手する機会も制限されてい
る場合が少なくない。また、被害者自身に、自ら受けている暴力が重大な人権侵害であると
いう認識がないために、相談に至らないことも多い。
このため、支援センターにおいては、配偶者からの暴力は重大な人権侵害であり、被害者
だけで悩むことなく相談窓口を利用するよう、広く周知することが必要である。その際には、
今後の生活についての被害者自身の意思が固まっていない段階であっても、早期に相談窓口
を利用し、様々な支援に係る情報等を得るよう呼び掛けることが望ましい。また、被害者が
利用しやすいように相談の受付時間を設定するなど、被害者の立場に立った工夫をすること
が望ましい。外国人である被害者に対しては、外国語による相談窓口の広報を行うことも考
えられる。さらに、性別に応じた相談窓口を設けるなど、被害者の性別にかかわらず、相談
しやすい環境の整備に配慮することが望ましい。障害者である被害者が相談しやすい環境を
整備するため、支援センターのバリアフリー化を進めるとともに、電話以外の方法による相
談窓口を設置することが望ましい。
また、支援センターを設置していない市町村においても、相談窓口又は情報提供の窓口を
設置し、身近な行政主体として相談を受け付ける先の周知を行うことが望ましい。
なお、生活の本拠を共にする関係以外の交際相手からの暴力については、婚姻関係に至っ
た場合における暴力の予防という観点において、引き続き、相談窓口の利用を周知し、相談
に対応することが望ましい。婦人相談所においては、生活の本拠を共にする関係以外の交際
相手からの暴力に関するものも含め、売春防止法（昭和31年法律第118号）に基づく運用に
より、正常な生活を営む上で困難な問題を有しており、かつ、現に保護、援助を必要とする
状態にあると認められる場合には適切な対応を行うこととされている。

] 通報等への対応
ア 配偶者暴力相談支援センター
Ê 被害者への説明及び助言等
法第７条において、支援センターは、被害者に関する通報又は相談を受けた場合には、
必要に応じ、被害者に対し、法第３条第３項の規定により支援センターが行う業務の内容
について説明及び助言を行うとともに、必要な保護を受けることを勧奨するものとするこ
ととされている。
国民から通報を受けた場合、支援センターは、通報者に対し、加害者に知られないよう
に被害者に支援センターの利用に関する情報を教示してもらうよう協力を求めることが必
要である。また、被害者と連絡を取ることができた場合は、支援センターが行う業務の内
容等について説明し、助言を行うことが必要である。
学校や保育所等、子どもにかかわる関係機関から支援センターに通報があった場合には、
通報者を通じて被害者に支援センターの利用に関する情報を教示してもらうよう協力を求
めることが必要である。
医療関係者から通報を受けた場合、支援センターは、被害者の意思を踏まえ、当該医療
機関に出向き、被害者の相談に応じるとともに必要な説明や助言を行うか、又は被害者と
の面接が難しい場合には、電話により直接被害者と連絡を取ることによって、状況を把握
し、説明や助言を行うことが望ましい。この場合、こうした接触を加害者に知られないよ
うに十分注意することが必要である。また、必要に応じ、通報のあった医療機関に出向き、
医療関係者に、配偶者からの暴力の特性等について説明を行い、今後の協力を要請するこ
とが望ましい。
なお、相談等通報以外の形で、被害者以外から支援センターへ連絡があった場合であっ
ても、その内容が身体に対する暴力に関するものについては、通報として扱うことが必要
である。

Ë 危険が急迫している場合の対応
現に被害者に対する危険が急迫していると認められるときは、警察にその旨を通報する
とともに、被害者に対し、一時保護を受けることを勧奨するなどの措置を講ずることが必
要である。なお、こうした危険が急迫している場合への対応を可能とするため、都道府県
において少なくとも１つの施設で、夜間、休日を問わず対応できることが必要である。ま
た、加害者が通報者に対し、何らかの報復行為等を行うことも考えられることから、通報
者の氏名等の取扱いには十分注意することが必要である。
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